
令和４年７月29日 

障害者施策推進課 

 

練馬区障害者の意思疎通の促進と手話言語の普及に関する条例の制定について 

  

１ 制定の理由 

  障害者の自立した地域生活を実現するためには、聴覚障害や視覚障害など、特性に応

じた多様なコミュニケーション手段を実現することが求められている。 

 そこで、障害者一人一人の障害の特性に応じた多様な意思疎通手段を充実することお

よび手話が言語であることを普及することにより、障害者の社会参加を促進し、障害の

有無にかかわらず誰もが人格と個性を尊重し合いながら共生する社会の実現を目指し、 

条例を制定する。 

 

２ 条例の内容 

 ⑴ 目的（第１条） 
この条例は、障害者一人一人の障害の特性に応じた多様な意思疎通手段の充実およ 

び手話が言語であることの普及に関し、基本理念を定め、区の責務ならびに区民等お

よび事業者の役割を明らかにするとともに、区の施策について必要な事項を定めるこ

とにより、障害者の社会参加を促進し、もって障害の有無にかかわらず誰もが人格と

個性を尊重し合いながら共生する社会の実現に寄与することを目的とする。 
 ⑵ 定義（第２条） 

この条例において、つぎの各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところに 

よる。 

  ア 障害者 身体障害、知的障害、精神障害（発達障害を含む。）、難病その他の心 

身の機能の障害（以下「障害」と総称する。）がある者であって、障害および社会 

的障壁（障害がある者にとって日常生活または社会生活を営む上で障壁となるよう

な社会における事物、制度、慣行、観念その他一切のものをいう。）により継続的

に日常生活または社会生活に相当な制限を受ける状態にあるものをいう。 

  イ 多様な意思疎通手段 手話、触手話、筆談、要約筆記、文字の表示、点字、指点

字、音訳、平易な表現、身振り、図、写真、コミュニケーションボード、代読、代

筆、代弁、情報支援機器（障害者の意思疎通を容易にする機器をいう。）その他の

障害者が日常生活および社会生活において使用する意思疎通のための手段をいう。 

ウ 区民等 区の区域内（以下「区内」という。）に居住する者、区内に存する事務

所または事業所に勤務する者および区内に存する学校に在学する者をいう。 

  エ 事業者 区内で事業活動を行う法人その他の団体および個人をいう。   
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⑶ 基本理念（第３条） 

ア 障害の有無にかかわらず、誰もが互いに理解し、その人格および個性を尊重しな

ければならない。 

イ 多様な意思疎通手段の充実は、障害者が自ら選択する機会が確保されることによ 

り行わなければならない。 

ウ 手話が言語であることの普及は、手話言語（手、指および体の動き、顔の表情等

を組み合わせて視覚的に表現する独自の言語をいう。）がろう者（聴覚障害者のう

ち、手話を使い日常生活または社会生活を営む者をいう。）にとって、日常生活ま

たは社会生活を営む上で重要な言語であるという認識の下に行わなければならない。 

 ⑷ 区の責務（第４条） 

ア 区は、基本理念にのっとり、多様な意思疎通手段の充実および手話が言語である

ことの普及に関する施策を、総合的かつ計画的に実施するものとする。 

イ 区は、施策の実施に当たり、区民等および事業者と協働して取り組むものとする。 

ウ 区は、区民等および事業者による多様な意思疎通手段の理解および確保ならびに 

手話が言語であることの理解に向けた自主的な取組を促進するため、必要な支援を

行うものとする。 

 ⑸ 区民等および事業者の役割（第５条・第６条） 

  ア 区民等および事業者は、基本理念への理解を深め、区が実施する施策に協力する

よう努めるものとする。 

イ 事業者は、事業活動を行うに当たり、障害者が障害の特性に応じた意思疎通手段 

を利用しやすい環境の整備に努めるものとする。 

 ⑹ 区の施策（第７条） 

  ア 多様な意思疎通手段の選択の機会の確保に関する施策 

  イ 情報通信技術を活用した意思疎通手段の利用の支援に関する施策 

  ウ 多様な意思疎通手段の理解の促進に関する施策 

  エ 手話が言語であることの普及に関する施策 

  オ その他区長が必要と認める施策 

⑺ 意見の聴取（第８条） 

  ア 区は、施策を実施するに当たり、必要に応じて障害者その他の関係者から意見を 

聴取し、その意見を反映するよう努めるものとする。 

 

３ 条例の制定および公布日 

  令和４年６月22日 


